
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （森林開発公団〔現緑資源公団〕の経営内容の分析と評価）

国 大規模林道事業 実施計画上の事業効果

【事業主体】 →木材生産上の効果試算(H8末現在）
多額の国庫補助金で実 （事業完了路線／東津野・城川線）

大規模林道事業 施する公共事業の一つ

森 木 材 生 産= 65億円 （全32路線総計)

基本計画の決定 → (損益の状況) ↓ 木材生産総計=1,600億円
（路線ごと） 投入事業費累計=4,200億円現 低金利下では損失発生 事業費累計=247億円 受益者負担累計= 200億円

実 施 計 画 受益者負担= 14億円 →
→ 32路線 ← 林 最終的に損失が 計画上、受益者への

認可 2,262.9　 作成 発生しないよう 効果は認められる
↓検討が必要

公 緑
補助金 195億円[H8] → 借入金は、地方の負担 →他産業・地域の振興等の効果

団 金等で償還 全体として投入事業費に対して

開 効果の内容が具体的に → どの程度の事業効果が見込まれ
事 ↑キャッシュフロー 明らかにされていない るか検証できる状況にない

財 資 (資金収支) は健全
業 → 借 入 金 ←

民 投 融資 223億円[H8] 調達 元利償還≒負担金等
環境へ与える影響や環境保全に要

資 発 するコストについても分析が必要
有 ← 償還 268億円[H8] 源 （社会経済情勢の変化） ↓

金
大規模林道事業再評価 ← ・自然環境保護への意識の高まり → 自然環境保護への意識の高まりや

林 ・人工林の造成→多様な森林整備 森林施業をめぐる情勢の変化を踏
３路線３区間の事業の中 まえるとともに、費用対効果の観

水源林造成事業 公 公 止及び休止(H10.12) 点から事業効果を総合的に明らか
の ① 真室川･小国線(朝日･小国区間) 中止 にしていくことが課題

② 平取･えりも線(様似･えりも区間)休止 ← 特殊法人等の整理合理化
目標面積 → ③ 飯豊･檜枝岐線(山都区間) 休止 について(H9.12.26閣議決定)

整 51万ha 事業対象地域の指定 団
団備

政府出資金 377億[H8] → 水源林造成事業 投入事業費累計 → 約4,600万m3の材積 → 造林資産(試算)=6,600億円(H8末)
8,300億円(H8末) の森林(試算) 公団収入(試算)=3,300億円(H8末)

↑ ↑
補 財投資金(借入金)の償還の仕組み

現状においても、
助 おおむね植栽後50年目以降の → 分 収 造 林 契 約 借入金に見合う

主伐により販売収入を得る 造林資産は形成
事 造林地所有者5/10又は4/10 公団5/10 ↓

業 主伐までの期間は政府出資金 → 借入金要償還額=2,013億円(H8末)
と借入金による支払 借入金要償還額は抑制 借入金累計額=2,865億円(H8末)

↓
事業効果試算(H8末現在) 造林地所有者

による再植栽 ← 林業の現状
約40万haの水源林 →
を造成 効果の維持 収 入 ← 造林木販売収入:造林費＝100:102(H8)

造林費が造
分収率 林木販売収 ↑

↓ 5/10 入を上回っ
又は ている状況 国産材の価格は低下傾向 労務費は経年的に上昇

年間28億ﾄﾝの貯水 4/10 (外材の価格は上昇傾向) ← → S62= 8,010(円/人)
能力(公団試算) 卸売物価指数(H2=100) H８=14,383(円/人)

↑ 国産材:S62=94、H8= 87
東京都水道 外 材:S62=86、H8=121
使用量の約 ↓
２年分に相 ↑ 国産材シェアの低下傾向
当する貯水 造林費 S62=30.0%、H8=20.0%
能力 需要の減少

70％弱
まで費

↓ 用軽減

水源林造成についての一定 ↑
の事業効果は認められる 水源林の造成という政策目的

→ に沿って本事業を安定的に展
収入対費用が現状程度で維持されな 開していくためには、費用対

造林費の助成制度 ければ、新たな植栽に支障のおそれ 収入のバランスが適切に維持
国及び都道府県の補助 されていくことが課題
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）


